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図 3.3-34(9) 風速の月平均場（９月） 
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図 3.3-34(10) 風速の月平均場（10 月） 
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図 3.3-34(11) 風速の月平均場（11 月） 
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図 3.3-34(12) 風速の月平均場（12 月） 
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4．検討会の開催 

4.1 検討会の目的 

本調査で実施する調査内容及び調査結果につき、学識経験者／専門家の立場からご検討、ご

指導いただき、漂流・漂着ごみの発生原因の究明及び今後我が国として実施すべき適切な漂流・

漂着ごみ削減対策のあり方に関してご検討いただくために実施した。 

 

4.2 検討会の構成 

総括検討会の検討員構成は、表 4.2-1 に示す。 

 

表 4.2-1 検討会の構成員 

（敬称略、50 音順） 

氏 名 役 職 

大山
おおやま

 幹
もと

成
なり

 東北大学学術資源研究公開センター植物園 助教 

兼
かね

廣
ひろ

 春之
はるゆき

 東京海洋大学 名誉教授 

藤枝
ふじえだ

 繁
しげる

 鹿児島大学水産学部 教授 

松田
ま つ だ

 美夜子
み や こ

 生活環境評論家 

松波
まつなみ

 淳也
じゅんや

 法政大学経済学部 教授 

道田
み ち だ

 豊
ゆたか

 東京大学大気海洋研究所国際連携研究センター 教授 

尹
ゆん

 宗 煥
じょんふぁん

 九州大学応用力学研究所 教授 

 

4.3 検討会の議事内容 

開催日時や主な議題等を表 4.3-1 に示す。 

 

表 4.3-1 平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会の概要 

検討会の名称 日時と場所 主な議題 

第１回検討会 平成 22 年９月 17 日（金）

12:30～15:00 

主婦会館プラザエフ 

パンジー 

・ 本調査の全体計画 

・ 漂着ごみ原因究明調査 

・ 漂着ごみ国外流出対策調査 

・ 調査結果の取りまとめ方針 

第２回検討会 

 

平成 23 年２月 22 日（火）

14:00～16:30 

主婦会館プラザエフ 

シャトレ 

・ 前回議事概要及び指摘事項について 

・ 本調査の全体計画 

・ 漂着ごみ原因究明調査結果の検討 

・ 漂着ごみ国外流出対策調査結果の検討 

・ 調査結果取りまとめの検討 
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4.3.1 第１回検討会議事概要 

 

平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会 

第１回検討会 議事次第 

 

日時：平成 22 年９月 17 日（金） 

12:30～15:00 

場所：主婦会館プラザエフ パンジー 

 

議 事 

開会（12:30） 

１．環境省あいさつ 

２．資料の確認 

３．検討員の紹介 

４．座長選任 

５．議事 

（１）本調査の全体計画 

（２）漂着ごみ原因究明調査 

（３）漂着ごみ国外流出対策調査 

（４）調査結果の取りまとめ方針 

（５）総合討論 

６．連絡事項 

閉会（15:00） 

 

配布資料 

資料１ 平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会検討員名簿 

資料２ 平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査の全体計画(案) 

資料３ 漂流ごみ原因究明調査計画(案) 

資料４ 漂着ごみ国外流出対策調査計画(案) 

資料５ 調査結果のとりまとめ方針(案) 
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平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査 

第１回検討会 出席者名簿 

 

検討員（五十音順、敬称略） 

大山
おおやま

 幹
もと

成
なり

 東北大学学術資源研究公開センター植物園 助教 

兼
かね

廣
ひろ

 春之
はるゆき

 東京海洋大学 名誉教授 

藤枝
ふじえだ

 繁
しげる

 鹿児島大学水産学部 准教授 

松田
ま つ だ

 美夜子
み や こ

 生活環境評論家 

松波
まつなみ

 淳也
じゅんや

 法政大学経済学部 教授 

道田
み ち だ

 豊
ゆたか

 東京大学大気海洋研究所国際連携研究センター 教授 

尹
ゆん

 宗 煥
じょんふぁん

 九州大学応用力学研究所 教授 

環境省 

新田 晃 地球環境局環境保全対策課 課長補佐 

中村 祥 地球環境局環境保全対策課 係長 

廣田 亜希子 地球環境局環境保全対策課 環境専門員 

宮元 康一 地球環境局環境保全対策課 課長補佐 

水・大気環境局海岸漂着物対策室 室長補佐 

村山 浩稔 水・大気環境局海岸漂着物対策室 室長補佐 

オブザーバー  

気象庁地球環境・海洋部海洋気象課 海洋環境解析センター 

国土交通省港湾局海岸・防災課 

国土交通省河川局海岸室 

内閣官房 総合海洋政策本部事務局 

事務局：日本エヌ・ユー・エス(株) 

新田 朗 環境事業部門 部門長 

井川 周三 地球環境ユニット 

常谷 典久 HSE ユニット 

中澤 和子 地球環境ユニット 
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第１回漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会 議事概要 

 

議題１ 本調査の全体計画について(資料２) 

 資料２に基づき、事務局より調査の全体計画について説明。 

 【主な質疑応答】 

１) 年間に漂着するごみの量はどれくらいか。 

→［環境省］全国的な量については今年度実施する状況把握調査で、推定できればと考え

ている。既存調査結果「海辺の漂着物調査」の推計では、おおよそ年間 15 万トンとされ

ている。 

→［事務局］既存の調査結果は精度が十分でないので、別途実施しているモデル調査では、

具体的な計量等をしている。 

２) 漁網と流木は現地調査があるようだが、生活系ごみは現地調査の予定はないか。 

→［事務局］生活系ごみについては、漁網・流木の調査地点近くの河川を対象とし、河川

流域の関係者等からヒアリングをする予定である。 

３) 国外流出調査の手法として、ブイを使った調査などもあるが、主にシミュレーションが中

心か。 

→［事務局］本調査では、シミュレーションを用いた手法が中心である。 

４) 本調査の内容が２項目（原因究明調査、国外流出調査）に大別されているが、それぞれ独

立して実施するという理解で良いか。 

→［事務局］原因究明調査と国外流出調査は独立して実施するが、大きな視点では、共に

発生抑制の検討に資するものと考えている。 

 

議題２ 漂着ゴミ原因究明調査について(資料３)  

 資料３を用いて、事務局より漂着ゴミ原因究明調査の概略と調査計画案について説明。 

 【主な質疑応答】 

(１)既存の調査結果の活用に関して 

１) 資料３で紹介されている林野庁他の報告書以外にも、水産庁等が実施した調査があるので、

その調査結果の概要を紹介してもらいたい。 

 

(２)本調査の進め方に関して 

１) 発泡スチロールのフロートの問題を水産庁の検討会でとりあげたときには、発泡スチロー

ル業界の方にも出席してもらった。これは原因者としてではなく協力者という立場で参加

してもらったが、今回はこのような視点はないか。 

→［事務局］漁具については、発生源の特定を含め、現時点で方向性が不透明な点が非常

に多いので、漁網メーカーと一緒に発生源対策を考えるということは時期尚早と考えて

いる。流木についても、まずはどこから流出しているかを把握した上で、次のステップ

として林業関係者にアクセスすることを考える。 

→［環境省］漁網や流木について、特定地域の誰が問題かということを突き詰めるのでは

なく、典型的なプロセスを対象とすることで総合的な発生源対策を検討したい。検討の

進捗状況を踏まえつつ、場合によっては関係者に参加してもらうことは可能である。 

２) 発生源対策は、発生場所とその責任をある程度解明した上で解決策を検討しない限り進ま

ない。関係者の協力が得られるようバランスを取るのは難しいが、本調査でどこまで解明
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していくか検討してほしい。 

３) 海の環境保全という観点から、原因究明の調査を国内に限定せず、将来的には海外由来に

ついても検討すべきでは。 

→［事務局］原因究明のみならず対策まで検討するため、本件調査においては、国内を対

象として考えている。 

４) 漁具について、漁獲減少額（回収した漁具等の持ち帰りによる）として最初から生産者側

のコストの対策を考えるのではなく、基本となる海の環境が悪化することによるコスト（外

部不経済に伴う社会的費用）が莫大であることをまず理解しなくてはならない。それが莫

大であるのに比べると（回収した漁具等の持ち帰りによる）漁獲減少額（外部不経済の内

部化）ははるかに安いので、という説明が必要である。 

→［事務局］拝承 

５) 全般的に循環型社会対策の中で漂着ごみ対策にもなるというストーリーになっているが、

漂着ごみ対策プロパーとしてできることは何かということを強調するべきではないか。河

川からのごみを中心としているが、例えば夏の海水浴場等で出るごみも漂着ごみの一種な

ので、ここに入れるべきではないか。 

→［事務局］モデル調査の経験から、海岸にあるごみは河川から流れてくるものが圧倒的

に多いので、効果を望める対策として川を起源としたものから始めていきたい。既に実

施されている対策を踏まえつつ、特に漂着ごみ対策として効果的なものは何かというこ

とを検討する。一方で、漂着ごみ対策プロパーとしての観点からも検討を進めたい。 

６) 調査だけで終わるのではなく、調査から見えてきたものを政策立案する側に手渡せるよう

な結論にしていかなければならない。 

 

(３)調査・検討方法に関して（全般） 

１) 台風が来て川のごみが全部流れ出た場合など、その前後で生じるデータの誤差については

どのように対応しているか。 

→［事務局］災害時を含む季節変化については、１週間に１回程度の頻度で写真撮影によ

り量の変化を把握する調査をモデル調査で実施しており、災害によるごみの増減などは

経時的に把握できている。 

２) 条例は作られてもほとんど効果がないのが現状であり、条例により人々の暮らしが変わっ

たかは疑問。条例後も変わらないというデータがとれればまだ良いが、あまり労力を使う

べきではない。 

３) ［環境省］環境保全コストをどのような主体が負担するか、現時点ではどのような考え方

ができるか。 

→［検討員］原因者がそのコストを負担すべきであるが、海洋の保全という人類共通の大

きな目的からは、漁網だけでなく流木や生活ごみにも海を汚している原因であるので、

他の費用負担の原則も考える必要はある。ただ、漁網の場合は、排出者もそのプロセス

も分かっているなら、それ相当応分の負担は当然帰着されるべきというのが原則論であ

る。 

４) 社会システムをきちんとしておくことが大事なので、この調査から得られるデータに基づ

いて、発生抑制ができる社会システムを提示できれば良いのではないか。お金が担保でき

る制度については、原因だけ示して対策は誰か考えろと言っても無理で、トータルで考え

ていかなければならない。 
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(４)調査・検討方法に関して（漁具） 

１) 操業の過程で破れた網をカットして船から捨てるということもあるが、「不要な網の廃棄」

はどう位置づけているか。 

→［事務局］ここでは、不要になった自らの網を捨てることを想定している。ただ、必ず

しも海の上で捨てるのではなく、港に置いてあったものが流れてしまうことも考えられ

る。 

２) 漁網に関してはこれまでにも対策がとられてきているが、今回どの部分が新しく考えられ、

効果を発揮することができるのか。トレーサビリティが一番効果的という印象を受けたが。 

→［事務局］効果が期待できるのは、漁網のデポジット制とトレーサビリティではないか

と考えている。デポジット制には一部の漁協での取組事例があるので、参考にしながら

今後検討していく。 

３) 漁網については、生産量や廃棄量の正確なデータもないのが現状である。今後は保守管理

やトレーサビリティをきちんとし、ある程度責任を持ってもらうことが、排出抑制にもつ

ながってくるはずではないか。漁協がメーカーとタイアップして漁網のデポジット制を導

入し、廃網の回収促進をしている事例もあり、不可能なことではない。 

４) ［環境省］持ち主不明の漁網を回収する際に発生する漁獲損や処理費用を全て公共で負担

すると、国民負担になる。長期的には、その周辺海域がきれいに保たれることにより、漁

業者にもある程度の利益はあるかと思う。短期的には、補助制度のようなものがない限り

回収してもメリットがないので、回収しないと考えられる。この点について、経済的には

どのように考えれば良いか。 

→［検討員］韓国では漁網の買い取り制度を実施しており、漁業者に予算をつけて持ち帰

りをすることで漁場の正常化につなげようとしている。漁場もきれいになることで漁獲

量もあがるので、漁業者にとってもプラス効果があり、さらには個人の意識も高まる。

排出者責任をとらせるというよりは、まず出してはいけないということを明確にするこ

とが大事なのだと思う。行政の役割としては、場合によっては費用負担を含めた対応を

することではないか。 

 

 

(５)調査・検討方法に関して（流木） 

１) 流木の調査対象地域の選定については、北海道と本州北部では植生が異なることと、造林

においても種類が違うことから適切な選定場所である。今回の調査では、どのような結果

が出ると予想されているか。 

→［事務局］樹種によって太さが違うので、ランダムに採取するよりも直径による分類を

したほうが、多くの樹種の検体が得られると推測している。また、チェーンソーの跡の

有無により、間伐されたものか自然木かという判断をし、その割合がどれくらいかを把

握すれば、発生抑制につながる考え方の方向性が見えてくると考えている。 

２) 直径 10 センチ以上、以下で分ける理由は何か。また、樹種を調べるときは並列的に調べる

のか。 

→［事務局］一般廃棄物の焼却炉では直径が 10 センチ以上のものは受け入れができないこ

とが多いことと、樹種によってある程度直径が決まってくるので、この区分で分けると

した。３種類の直径別に、ランダムサンプリングする手順を考えている。 

３) 最近、流木が増えているという事実はあるか。河川局では流木が発生しないような様々な

対策をしているので、その効果があるならば流木は減っているはずである。それでもなお
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増えているのであれば、講じる対策も違ってくるのではないか。 

→［事務局］流木が近年増えているという情報はないが、薪として使っていた昔と違って

今は放置されることが多いので、その結果増えているのではないか。ただし、現時点で

過去と現在を比較することはできていない。また、林野庁の報告によると、山に生育し

ている木材の量は年々増加傾向にあると言われている。同時に河畔林なども最近の環境

保護の気運の高まりもあり、伐採できずに増えているとのことである。 

→［検討員］蓄積量が増えているのは間違いない。あとは、林の手入れをせず荒れた状態

にしておくと、流出量が増える可能性はあるかもしれない。 

 

(６)調査・検討方法に関して（生活系ごみ） 

１) ごみ箱を設置すると、ここにごみを捨てて良いということになり、逆にごみが増えてしま

うという面もあるのでごみの減量にはつながらない。持ち帰り運動の促進や、ポイ捨て防

止策の検討をしたほうが良いのでは。 

２) 生活系ごみについては、対策の表にプロセスが示されていないがなぜか。 

→［事務局］どのプロセスからも余剰の廃棄、あるいは人が故意に捨てることになり、プ

ロセスの区分けが作り難いため削除した。 

 

議題３ 漂着ゴミ国外流出対策調査について(資料４)  

 資料４に基づき、事務局より漂着ゴミ国外流出調査の調査計画案について説明。 

 【主な質疑応答】 

１) 短期間の計算では計算開始の季節によって影響されると思われるが、今回の５年間の場合

は問題ないか。 

→［事務局］最初の１年間は季節を通して粒子を投入し続けるなど、季節に影響されない

計算方法を考えている。 

２) 沈下率の 100：１と 10：1 では、計算結果に大きな違いが出るか。 

→［事務局］違いが出ると思うが、その程度は計算してみないと分からない。 

３) 漂流ごみは、海上にどのくらいの期間劣化せずに存在し得るのか。 

→［検討員］自身は材料の専門家であるが、自然環境では分からない。特に紫外線による

影響は大きく、そこに湿気が加わるとさらに劣化は進む。 

４) 太平洋の場合、循環流に取り込まれて長期間漂流する可能性もあるが、５年間という計算

期間において、消耗率のようなものをパラメータ化して導入する必要はあるか。 

→［検討員］断定はできないが、５年間くらいであればかなり安定しているのではないか。

ただ、ライターの場合は、金属部分が腐食し、漂流中に壊れていく可能性があるので計

算はしづらいかもしれない。 

→［検討員］長期間漂流可能なブイを流したときは、紫外線の強い亜熱帯循環を回ってい

たのだが、４年間は漂流していたことが確認されている。 

５) 破片化したプラスチックが太平洋に島を作っている、という報告がある。漂流中に劣化し

て破片化するものや、一旦海岸に漂着した際に破片化して再漂流するものなどあると思う

が、よく分かっていない。 

６) アルゴスブイの漂流軌跡は、漁網に相当すると考えられるか。 

→［検討員］アルゴスブイの漂流軌跡は風圧流の影響をあまり受けないので、久保田先生

のシミュレーション結果に近いのでは。また、漁網を対象とした計算は、久保田先生の

シミュレーション結果に近い状態になるのでは。久保田先生のシミュレーションは、流
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し網の問題の検討から始まったものである。 

→［検討員］漁網は、アルゴスブイと同じような挙動と考えられそうである。 

 

議題４ 調査結果の取りまとめ方針について(資料５)、総合討論 

 資料５を用いて、事務局より調査結果の取りまとめ方針について説明し、調査の成果について

総合的に討論。 

 【主な御指摘と質疑応答】 

(１)調査・検討方法に関して 

１) 漁網損失量などを求めることは非常に重要で、購入から消費までの保守管理を徹底させる、

あるいは把握するということが排出抑制につながる。FAO からも指摘されていることは、

使用者のラベルを明確しなさいということであり、そのことにより人為的な投棄は減るは

ずだとしている。 

２) 「発生原因の推定」については、もっと詳細なプロセスを考える必要がある。その要因が

人的なのか、環境的なのか、物理的なのか、原因の事例を掘り下げて整理する必要がある。

それぞれに対する対策について、個別に詳細にあげるべきである。 

→［事務局］個別に検討できるよう、ヒアリングしていきたい。 

３) 取組の先行事例を整理しておくと、困っている方も勇気付けられるし、政策も進み易くな

る。 

→［事務局］特に発生抑制の観点から、優良事例を整理する。 

４) 漁具の場合、大きなものはおそらく回収・処理に費用やエネルギーが大きくかかってくる

ので、早急に対策をとりたい。特に費用の積算という観点は重要である。この問題は漁業

者全体がその原因者になり得る可能性があるので、費用試算について事例として示しても

らいたい。水産庁の報告書にも記載があるので、参考にしてもらいたい。 

 

(２)取りまとめ方に関して 

１) 「発生場所の推定」については、今後これを明確にしていくことが必要だ、という記述を

加えてほしい。漁網発生量や損失量などの値は将来的に求める必要がある。 

２) 報告書では、トレーサビリティなどの仕組みを作る提案をしてほしい。また、この調査結

果から発生抑制に対する提言や、政策的なもの対するまとめをつけてほしい。「どうすべき

なのか」を具体的に書いてはどうか。FAO の報告書が参考になる。 

→［事務局］環境省と相談し、具体的な提案ができるよう検討する。 

 

(３)全般に係る事項に関して 

１) 資料５に「排出することによる利益等」とあるが、これは排出による社会的なコストに対

する「不払い」であって、利益ではないので「費用（コスト）」に修正してほしい。社会的

費用が莫大であることに対して、事業者や排出者にコストを払って防止してもらう、とい

う発想である。 

→［事務局］拝承 

２) 「ゴミ」はひらがなにすべきでは。 

→［環境省］現状では統一がとれていない。場合によって使い分けなどをしていて煩雑な

ので、将来的にはひらがなで統一する方向で検討していきたい。 

以上 
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4.3.2 第２回検討会議事概要 

 

平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会 

第２回検討会 議事次第 

 

日時：平成 23 年２月 22 日（火） 

14:00～16:30 

場所：主婦会館プラザエフ シャトレ 

 

議 事 

開会（14：00） 

１．資料の確認 

２．議事 

（１）前回議事概要及び指摘事項について〔資料１、資料２〕 

（２）本調査の全体計画〔資料３〕 

（３）漂着ごみ原因究明調査結果の検討〔資料４〕 

（４）漂着ごみ国外流出対策調査結果の検討〔資料５〕 

（５）調査結果取りまとめの検討〔資料６〕 

（６）総合討論 

３．連絡事項 

閉会（16:30） 

 

配布資料 

資料１ 平成 22 年度 第１回漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会議事概要（案） 

資料２ 平成 22 年度 第１回漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会での論点 

資料３ 平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査の全体計画 

資料４ 漂着ごみ原因究明調査結果 

資料５ 漂着ごみ国外流出対策調査結果 

資料６ 調査結果のとりまとめ 
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平成 22 年度漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査 

第２回検討会 出席者名簿 

 

検討員（五十音順、敬称略） 

大山
おおやま

 幹
もと

成
なり

 東北大学学術資源研究公開センター植物園 助教 

兼
かね

廣
ひろ

 春之
はるゆき

 東京海洋大学 名誉教授 

藤枝
ふじえだ

 繁
しげる

 鹿児島大学水産学部 教授 

松田
ま つ だ

 美夜子
み や こ

 生活環境評論家 

松波
まつなみ

 淳也
じゅんや

 法政大学経済学部 教授 

道田
み ち だ

 豊
ゆたか

 東京大学大気海洋研究所国際連携研究センター 教授 

尹
ゆん

 宗 煥
じょんふぁん

 九州大学応用力学研究所 教授 

環境省 

森  高志 水・大気環境局水環境課海洋環境室 室長 

宮元 康一 水・大気環境局水環境課海洋環境室 室長補佐 

中村 祥 水・大気環境局水環境課海洋環境室 係長 

廣田 亜希子 水・大気環境局水環境課海洋環境室 環境専門員 

村山 浩稔 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 課長補佐 

オブザーバー  

国土交通省河川局海岸室 

事務局：日本エヌ・ユー・エス(株) 

新田 朗 環境事業部門 部門長 

井川 周三 地球環境ユニット 

常谷 典久 HSE ユニット 

高橋 理 地球環境ユニット 

中澤 和子 地球環境ユニット 
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第２回漂流・漂着ごみ原因究明・国外流出調査検討会 議事概要 

 

議題１ 前回議事概要及び指摘事項について（資料１、２） 

特になし 

 

議題２ 本調査の全体計画について(資料３) 

 資料３に基づき、事務局より調査の全体計画について説明。 

特になし 

 

議題３ 漂着ごみ原因究明調査結果の検討(資料４)  

 資料４を用いて、事務局より漂着ごみ原因究明調査結果について説明。 

 【主な質疑応答】 

(１)発生源対策について 

１) 生活系の対策にデポジットの話がない。不可能かどうかはこれからの政策によるので、こ

こでは強く推奨しても良いのではないか。この検討会でできないと言ってしまわないよう

にしてほしい。 

２) 缶やペットボトルはメーカー責任の部分が多い。市町村が除塵機を設置するのとは議論の

ステージが違うのでは。問題解決の手法がもう少し整理されると、さらに PR のある報告

になる。 

３) 対策の表に「効果」という項目があるが、速効性があるのか、確実性があるのか、２つに

分けたほうが良い。この２つを整理しておくと、最初に効果があがるのは速効性があり、

なおかつ確実性があるものがわかり、そこから成功事例を作っていくことが、これからの

時代に必要なことだと考える。 

４) 費用試算や生物の影響という意味でも、時間の経過というのは大きく係わるのでぜひ考慮

してほしい。効果については、経済性の観点もある。仮に、非常に効果的なものでも費用

がかかるようなものだと実効性がない、という評価になってしまう。その点も踏まえてわ

かりやすく整理してほしい。 

→［事務局］対策の表について整理したい。 

 

(２)発生原因の推定について 

１) 流木に関するヒアリング結果で、北海道でも山形でも渓畔林及び護岸には基本的に手を入

れず、自然の状態で放置されているという理解で良いか。それを踏まえると、63 ページの

図では自然災害として台風や集中豪雨等とあり、ニュースになるような大規模な災害だけ

に言及されているようである。しかし、仮に渓畔林が自然林の状態で放置されているので

あれば、出水や大雨のように一度に水がたくさん流れるだけでも、水際に生えている樹木

の生育地は崩壊してしまう。その結果、流木化するのも一つの大きな原因になるのではな

いか。 

→［事務局］国土交通省の報告書でも、渓畔林の生育地の崩壊については強調して書かれ

ていた。今回の資料では渓流沿いの生育地の崩壊については土砂災害に含めているが、

この書き方は検討したい。 

２) 漁網には、浮きやすいものと沈みやすいものという質の違いがある。底曳網は、通常は沈

めた状態で漁をするため、沈みやすいものになっている。そのため、本来、網が流出して
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も海岸に漂着するようなものではない。刺し網も同様で、底刺し網は完全に海底に沈めて

使うので、普通は海岸に漂着しないものである。一方で浮くものもあるので、漁網は非常

に複雑な発生要因を持っている。 

 

(３)回収費用の推定方法について 

１) 流木に関するヒアリング結果で、北海道でも山形でも渓畔林及び護岸には基本的に手を入

れず、自然の状態で放置されているという理解で良いか。それを踏まえると、63 ページの

図では自然災害として台風や集中豪雨等とあり、ニュースになるような大規模な災害だけ

に言及されているようである。しかし、仮に渓畔林が自然林の状態で放置されているので

あれば、出水や大雨のように一度に水がたくさん流れるだけでも、水際に生えている樹木

の生育地は崩壊してしまう。その結果、流木化するのも一つの大きな原因になるのではな

いか。 

２) 海底ごみに占める漁具の割合について、個数割合を重量割合として求めているが、この点

に疑問がある。また、割合を求める母数が少ないのでは。 

３) 一個当たりの重量が極めて違うものなので、重量ベースで両方示すほうがより良いと思う。

自身の東京湾の調査でも、個数と重量を併記している。漁具は個数だと毎年 4.5％くらいだ

が、重量の場合は生活系に比べれば一個当たりの重量が大きくなるので、十数％くらいに

なる。 

→［事務局］個数のデータしかなかったため、やむを得ず個数割合を重量割合とした。個

別のごみの重量が異なること、母数が少ないことは十分承知しているが、兼廣先生のご

研究の重量割合とほぼ同じであったので、この割合を使用して計算した。 

 

(４)海底のごみの量、回収量に関して 

１) 漁業者へのヒアリング結果で、大和堆のごみの有無の評価をしている。ごみが多いところ

と少ないところの偏在化が進んでいるという問題を含んでいるのかもしれないが、ヒアリ

ングをしたときには、このギャップは何によるものかというような話があったか。 

→［事務局］大和堆では、数年にわたり漁業者の方が清掃している。自分達の漁場になり

得る場所を中心に清掃しているので、清掃の効果もあって「ごみは少ない」という評価

になっているのではないか。 

２) ごみ持ち帰りの事例で、横浜市の事例の回収量が不明となっているが、ここは年間おおよ

そ 20 トンから 30 トンである。初期のころは 100 トン近くあったようだが、最近では減っ

ている。ただし、漁協全体ではおおよそ 100 隻の底曳網漁船の統計である。横浜埠頭公社

の事業報告からは毎年の回収量、不燃ごみ、可燃ごみ合わせて数 10 トン程度となっている

ので、念のため記載したほうが良い。 

→［事務局］拝承 

 

(５)記載の方法について 

１) 漁網削減方策の表で、デポジット制だけ回収ではないので、海岸における回収と順番を入

れ替えたほうが良いのでは、 

→［検討員］経費を比較するという観点からは、この並びで違和感はない。 

２) 発生抑制の取組とリデュースの取組について、環境省のエコポイント制のケーススタディ

が紹介されているが、これは一般的な事例なので、ここに掲載されることに違和感がある。

古本やカーシェアリングの話になってしまうので、もう少し小さく扱うなどの工夫をして
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はどうか。 

→［事務局］記載のしかたを工夫したい。 

 

議題３ 漂着ごみ国外流出対策調査結果の検討(資料５)  

 資料５を用いて、事務局より漂着ごみ国外流出調査結果について説明。 

 【主な質疑応答】 

(１)計算結果について 

１) 国別割合の比較で、ミッドウェイ島のライターは鳥が誤飲したものなので、この島に漂着

したものだけではない。全体の８割近くは鳥が食べて運んできたものなので、構成割合を

調べると、海域としては北太平洋の中央、ミッドウェイ周辺など、広い範囲になるかもし

れない。注釈を入れてもらえると良い。 

→［事務局］拝承 

２) フィリピンにごみが多く集まるという結果は予想していなかったが、貿易風の影響を受け

ているので当然の結果なのかもしれない。 

３) フィリピンの東海岸にブイがたくさん漂着するという結果が別件の海流量の実験をした際

にはあったので、多少浮いているものは相当量漂着するのではないか。東海岸には大きな

都市がないので、それほど問題視はされていないが、実は日本のごみがたくさん流れてい

る可能性は十分あるのではないか。 

４) 計算結果とブイの軌跡との比較で、それぞれのブイはその日の風や流れの影響を受けて動

くので、平均的な流れと風を使ったシミュレーション結果と合わない部分があるのは不思

議ではない。その合わなかった部分もここに載せていることが大事だと思っている。シミ

ュレーションの限界もきちんと示しつつ、かつ平均するとこうなりそうだという結果を示

してあるのは大変結構だ。 

 

(２)今後の課題について 

１) 表層のブイの軌跡と計算結果を比較しているが、ブイのサンプル数が非常に少ない。太平

洋上にはもっと多くのブイがあるので、シミュレーションの正当性を学問的に評価するた

めには、それらブイの軌跡とこの結果の感覚的な一致ではなく、もう少し統計的に検討す

る必要がある。 

２) 計算結果とブイの軌跡との比較上の問題を解決するには、統計的なデータでシミュレーシ

ョンしているので、比較するブイの軌跡も統計値にする必要がある。来年度も継続できる

なら、その点を実施してほしい。ここで示された分布図が机上の空論ではなくなると思う

ので、ぜひ進めてほしい。 

３) 今回の計算ケースは、直接的な風の影響が全くないケースと、他の２つは風の影響が強く

出るケースとなっており、その中間がない。中間のケースでは、かなり違った様子が出て

くるはずなので、その点は今後の課題にしないと、本当の実態がわからない可能性がある。

例えば、沈下率を１対１にして風の影響が半分くらいあるような場合を想定して計算すれ

ば、信頼性も増し、色々な場で使えるものになるのではないか。 

→［事務局］来年度に向けての課題としたい。 

 

(３)結果の活用について 

１) このシミュレーション結果は大変貴重なデータなので、これらを今後政策の中にどのよう

に活かしていくかが大事である。また、私達が出したごみがフィリピンにまで流れている
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可能性があるというのは、一般には想像もつかないことだと思うので、その点もきちんと

記載してほしい。 

→［事務局］拝承 

２) 自身は国の政策を決定する委員会に参加していたが、現場のデータがないことで政策が進

まないということがとても多い。また、例えば企業に都合の良い偏ったデータなどが出て

くることがある。今回のこのようなデータこそ環境省としては必要なデータのはずなので、

この研究の継続はとても大事である。 

 

議題４ 調査結果の取りまとめについて(資料６)、総合討論 

 資料６を用いて事務局より調査結果の取りまとめについて説明し、今後の展開について総合的

に討論。 

 【主な御指摘と質疑応答】 

(１)今後の課題（原因究明調査：全般について） 

１) 漁具の今後の課題について、販売量と処分量のデータがないことをここに記載しておいた

ほうが良い。また、環境省としては、市町村による海岸ごみの回収費用が政策的にもかな

り問題になってくると思うので、その費用について精査したデータがあったほうが良いの

ではないか。 

→［事務局］１点目のご指摘事項は、報告書に記載したい。２点目のご指摘は、今後整理

していく必要があるということで記載したい。 

２) 流木についての対策は、今回整理した内容が一番効果的であり、またコスト面でも有効で

はないかと思う。今回は最も一般的に使われている研究手法ということで、木材の樹種を

判定するために木材の組織そのものを見て同定した。その中でも 10％くらいは北海道に生

育しない木がある一方で、もっと南方から来ている木もある、ということはわかったが、

なかなか種の同定まではできていない。手法の限界があるので、今後は植物の DNA を使っ

た方法などを使えば、どこから来たのかについてもう少し明らかになる可能性はある。 

３) 回収をなぜみんなが自主的にするのかというと、回収活動をしたらきれいな海岸がすぐに

明らかになり、また自発的にやろうという非常にポジティブな結果が得られるからである。

一方で、発生抑制の結果もやはりポジティブであるが、これはすぐには結果が出てこない、

なおかつはっきりとはわからないというところが大きく違う。ここを力強く牽引していく

には、関係する部署がしっかりと音頭をとっていくか、もしくは回収と同じように結果が

わかる、かつ明確にその結果がわかるようなツールを考えて、それを使って行動するとい

うようにしなければならない。いつか誰かがきれいにしてくれるというような他人任せの

状態では、結局、現状が続くだけである。 

→［事務局］生活系のごみの対策として、今回、河口での回収が有効で実効的であるとし

ているが、これも実際に実施してみる必要があると思っている。例えば、河口付近の海

岸でもごみの回収をし、海岸のごみの経時的な変化と河川のごみ回収量との関係が出せ

れば、効果の見える方法の一つになるかと考えている。 

→［検討員］漁業系の廃棄物の場合、管理者責任を明確にすれば、排出抑制がダイレクト

に見える。使用量、生産量、廃棄量を明確に把握して、保守管理を徹底すれば良いこと

である。FAO の規制でもゴーストフィッシング対策の根本には、漁業者自らが保守管理

を徹底して、場合によってはトレーサビリティを進めなければ無理であろうとしている。 

４) 漁網の漂流状態の把握や国内外の分類は、実はとても難しい。漁網メーカーの専門家に聞

けば、どこの国のもので、場合によってはメーカーもわかるようだ。そのような専門家に
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※１/12°毎にデータは存在するが、１°毎に間引いて表示 

RIAMOM アウトプットより作成 

図 3.3-32(12) 流速の月平均場（12 月） 
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※１/12°毎にデータは存在するが、１°毎に間引いて表示 

RIAMOM アウトプットより作成 

図 3.3-33  流速の年平均場（５ヵ年平均） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(1) 風速の月平均場（１月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(2) 風速の月平均場（２月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(3) 風速の月平均場（３月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(4) 風速の月平均場（４月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(5) 風速の月平均場（５月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(6) 風速の月平均場（６月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(7) 風速の月平均場（７月） 
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J-OFURO より作成 

図 3.3-34(8) 風速の月平均場（８月） 

 


